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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第３四半期連結
累計期間

第69期
第３四半期連結
累計期間

第68期

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
12月31日

自平成24年
４月１日
至平成24年
12月31日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

売上高（百万円） 97,210 103,762 129,391

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△57 3,698 176

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（百万円）
△1,718 1,924 △2,614

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△2,732 1,496 △3,366

純資産額（百万円） 100,068 100,333 99,433

総資産額（百万円） 191,929 188,010 189,165

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）

△21.27 23.69 △32.32

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 51.24 52.53 51.74

　

回次
第68期

第３四半期連結
会計期間

第69期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成23年
10月１日
至平成23年
12月31日

自平成24年
10月１日
至平成24年
12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）

△10.04 8.36

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　特記事項はありません。  

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
 
　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(１) 業績の状況　

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要等を背景として緩やかな回復傾

向であった景気が、世界経済の減速等によって弱い動きに転じました。先行きについては、輸出環境の改善や経済対

策の効果等を背景に、再び景気回復へ向かうことが期待されますが、海外景気の下振れ等が、引き続きわが国の景気

を下押しするリスクとなっております。

航空業界におきましては、航空旅客数は、前年度の東日本大震災の影響による大きな落ち込みからの反動やＬＣ

Ｃ（ロー・コスト・キャリア）の参入等もあり、国内線・国際線ともに対前年同期比で増加となりました。尖閣諸

島問題の影響等が懸念された第３四半期においても、中国人旅客にその影響がみられたものの、国際線航空旅客数

は前年同期比で増加となっております。

一方で、航空自由化（オープンスカイ）やＬＣＣ参入等による競争の激化、更には、空港経営の徹底的な効率化や

空港施設の集客力、収益力の強化等を目指した空港経営改革の推進の動きなど、航空業界はより一層のコスト競争

力強化等の環境の変化に向けた取組みが求められております。

このような状況の下、当社グループは航空業界の一員として環境の変化に対応するため、引き続き空室対策及び

飲食事業対策、ターミナル等事業運営コストの見直し、新たな収益源の開拓の４点を最重要課題として取り組んで

おります。空室対策の一環として昨年４月にオープンしたコンパクトホテルは、高い宿泊客室稼働率を維持してお

ります。また、安定した不動産賃貸事業の確立を目指して協議を進めてまいりました航空会社との事務室に係る定

期借家契約を、12月に一部の会社を除き締結いたしました。羽田空港の国内線売店においては、店舗リニューアルに

合わせて運営方法の見直し等による運営効率化を図るとともに、プライベートブランド商品の第３弾を発売し、そ

の販売規模の拡大によって商品原価の低減を図るなど収支改善に取り組んでおります。さらに、昨年10月に供用を

開始した関西国際空港のＬＣＣ専用第２ターミナルビルにおいて免税売店業務を新たに受託するなど収益力の強

化に努めてまいりました。

また、一昨年来当社が進めている第２旅客ターミナルビルの増築（３スポット増設）は、本年４月の完成に向け

て工事が順調に進捗しております。

当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、営業収益は １,０３７億６千２百万円（前年同期比　　 ６．

７％増）となり、営業利益は　３８億６千万円（前年同期比 ３８７.６％増）、経常損益は ３６億９千８百万円の

利益（前年同期は ５千７百万円の損失）、四半期純損益は １９億２千４百万円の利益（前年同期は １７億１千

８百万円の損失）となりました。

 　

　セグメント別の業績は次のとおりであります。なお、営業利益（損失）はセグメント利益（損失）に該当します。

　

  （施設管理運営業）

　

    家賃収入につきましては、羽田空港国内線旅客ターミナルビルにおける航空会社用事務室の貸室返却等が影響

  し、前年同期を下回りました。

　  施設利用料収入につきましては、航空旅客数の回復により、国内線施設利用料収入が増加し、前年同期を上回

  りました。

　  その他の収入につきましては、第１旅客ターミナルビルにおけるコンパクトホテル「ファーストキャビン羽田

  ターミナル１」の新規オープンや、駐車場及びエアポートラウンジの利用の増加等により、前年同期を上回りま

  した。

　  その結果、施設管理運営業の営業収益は ３４０億３千７百万円（前年同期比 １.４％増）、営業利益は、修

  繕費の減少及び減価償却費の逓減等により、２９億２千４百万円（前年同期比 １９０.７％増）となりました。

　　

  （物品販売業）
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    国内線売店売上につきましては、航空旅客数の回復に加え、国内線第１旅客ターミナルビル出発ゲートラウン

  ジ内における新規直営店舗展開や出発ロビーエリア店舗のリニューアル及び羽田空港オリジナル商品の発売等

で

  販売促進を図ったことにより、前年同期を上回りました。

　  国際線売店売上につきましては、尖閣諸島問題の影響により訪日中国人旅客数が減少しているものの、国際線

  旅客数全体では前年同期を上回り、成田空港や関西空港における新規直営店舗展開等もあり、前年同期を大き

  く上回りました。

    その他の売上につきましては、国際線旅客ターミナルビル店舗等への卸売の増加等により、前年同期を上回り

  ました。

　  その結果、物品販売業の営業収益は ６０４億７千７百万円（前年同期比 ９.６％増）、営業利益は ３７億

  ８千７百万円（前年同期比 ７.８％増）となりました。

　　　

  （飲　食　業）

　

    飲食店舗売上につきましては、航空旅客数の回復に加え、新規店舗展開、顧客獲得のための積極的な営業活動

  等により、前年同期を上回りました。

　　機内食売上につきましては、東日本大震災及び原子力発電所事故の影響等による外国航空会社の減便が回復し

  たこと等が増収要因となり、前年同期を上回りました。

　  その他の売上につきましては、国際線旅客ターミナルビルにおける航空会社ラウンジの運営業務受託の増加等

  により、前年同期を上回りました。  

    その結果、飲食業の営業収益は １２８億５千１百万円（前年同期比 ９.６％増）、営業損益は １億２千２百

  万円の利益（前年同期は ６億４千２百万円の損失）となりました。　　

　

　　(２) 事業上及び財務上の対処すべき課題　

　

　    当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

当社グループは、当年度を『新しい空港運営の未来』の構築へ向けて既存事業の再点検と将来事業のあり方を具

体化していく年と位置付けております。当面は、空室対策及び飲食事業対策に取り組むとともに、ターミナル等事業

運営コスト見直しとしてのグループ全体の調達コスト削減、人事制度の見直し等を図るほか、羽田空港国内線旅客

ターミナルビルにおける新たな商業空間の開発、空港内外における新規事業機会の具体化等を最重要課題として収

支改善に取り組んでまいります。

更に中長期的には、発着枠の増加とそれに伴う国際線の拡大等による羽田空港のハブ機能強化及び航空需要を創

出するための施策に取り組むことにより、羽田空港の一層の価値向上と当社グループ事業の収益力強化を図ってま

いります。

なお、航空会社１社が国内線旅客取扱施設利用料を旅客から代行徴収して当社に納入することを拒否するという

事案について、当社は、代行徴収及び納入の履行を求めて訴訟を提起しておりましたが、昨年11月に当社の請求額の

全額の支払いを命じる判決が言い渡されました。

　

　当社の会社支配に関する基本方針、及び会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組み、並びに会社支配

に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する

ための取組みの各概要は以下のとおりです。　

          　

①会社支配に関する基本方針

当社は、当社株式の大規模買付行為が行われる場合に、これを受け入れるか否かの最終的な判断はその時点にお

ける株主の皆様に委ねられるべきものであると考えます。

当社は羽田空港において、航空系事業として、国内線旅客ターミナルビルの建設、管理運営を行うとともに、平成

22年10月に供用開始された国際線旅客ターミナルビルの運営会社である東京国際空港ターミナル株式会社の筆頭

株主として、同社が管理する国際線旅客ターミナルビルの主要な運営業務の一括受託などを行っております。一方、

非航空系事業として、羽田空港、成田国際空港、関西国際空港並びに中部国際空港において物品販売業等を営み、そ

の収益を基盤として航空界の急速な発展に即応した旅客ターミナルビルの拡充整備に努め、事業規模の拡大を図っ

てまいりました。そのため、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、旅客ターミナル事業の有する高度の

安全性と公共性についての適切な認識に加え、幅広いノウハウと豊富な経験並びに国内外の顧客、従業員及び取引

先等のステークホルダーとの間に築かれた関係等への理解が不可欠であると考えます。　

当社は、大規模買付者が突然現れた場合に、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に与

える影響について株主の皆様が短期間の内に適切に判断するためには、大規模買付者及び当社取締役会の双方か

ら、大規模買付行為が当社に与える影響や、大規模買付者の経営方針等の情報が適切かつ十分に提供されることが
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不可欠と考えます。さらに、当該大規模買付行為に関する当社取締役会による検討結果等の提示は、株主の皆様の判

断に資するものであると考えます。

　当社としましては、大規模買付行為が行われる場合には、大規模買付者において、株主の皆様の判断のために、当社

が設定して事前に開示する一定のルールに従って、大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に

事前に提供していただく必要があると考えております。また、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する

こととなる悪質な当社株式の大規模買付行為を防止するため、大規模買付者に対して相応の質問や大規模買付者の

提案内容等の改善を要求し、あるいは株主の皆様にメリットのある相当な代替案が提示される機会を確保し、さら

には当該大規模買付ルールを遵守しない大規模買付行為に対しては企業価値ひいては株主共同の利益の維持・向

上の観点から相当な措置がとられる必要があると考えております。

 

②会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組み 

当社は、会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組みとして、下記③で記載するもののほか、以下の取

組みを行い、企業価値ひいては株主共同の利益の維持・向上に努めております。 
　

 (ⅰ) 中期経営計画に基づく取組み

    当社は、旅客ターミナルビルにおける絶対安全の確立のため、さらなる安全対策強化に全力を傾注すると

  ともに、羽田空港国内線第１旅客ターミナルビル及び第２旅客ターミナルビルの一体的運営による一層の効

  率化を図り、運営諸費用の増加等への対策に努めております。また、東京国際空港ターミナル株式会社を建

  設管理主体として平成22年10月供用開始された国際線旅客ターミナルビルにつきましては、同社の筆頭株主

  として、主要な運営業務の一括受託などを行っております。併せてお客様本位の旅客ターミナルビルの運営

  を目指し、当社グループＣＳ理念「訪れる人に安らぎを、去り行く人にしあわせを」の下、顧客第一主義を

  徹底するほか、積極的な人材育成を図り、全社を挙げて一層のサービス向上、さらなる収益の向上に努める

  こととし、平成22年５月に策定した平成24年度を最終年度とする中期経営計画に基づく諸施策に積極的に取

  り組んでおります。
　

（ⅱ）コーポレート・ガバナンスの強化充実に向けた取組み 

　　当社はコーポレート・ガバナンスが経営上重要な問題であるとの基本的認識に立ち、経営の透明性の確保

　を図るため、創業以来、社外取締役及び社外監査役を選任しております。平成16年には、経営に関する監督

　・助言機能を強化するため、従来の社外監査役２名に加え、新たに社外監査役１名を選任しました。さら

　に、平成21年には監督と執行の分離等を目的に執行役員制度を導入するとともに、取締役の定数を25名から

　15名に削減し、コーポレート・ガバナンスの強化と経営の効率化を図りました。また、平成22年には独立役

　員を２名指定するなど、今後も最適なコーポレート・ガバナンスのあり方を検討してまいります。 
 

③会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されること

を防止するための取組み 

当社は、上記(2)①で述べた会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の　方

針の決定が支配されることを防止するため、「当社株式に対する大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）」

（以下「本対応方針」という。）により、大規模買付行為が行われる場合に関して大規模買付ルールを定め、かつ、

大規模買付者が当該ルールを遵守しなかった場合における対抗措置の発動に係る手続きについて定めております。

　

 

（ⅰ）独立委員会の設置

　　　大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を害するものか否かの検討・審議を行い、大規

　　模買付行為に関する当社取締役会の判断及び対応の公正を担保する機関として、独立委員会を設置します。

　　独立委員会の委員は３名以上とし、公正で中立な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から

　　独立している当社社外取締役、当社社外監査役及び社外有識者のいずれかに該当する者の中から選任しま

　　す。

　　　当社取締役会は、大規模買付行為が開始された場合に当該大規模買付行為との関係では対抗措置を発動し

　　ない旨の不発動決議の是非について独立委員会に諮問することとし、当社取締役会はその勧告を最大限尊重

　　するものとします。
　　
（ⅱ）大規模買付ルール

　　　大規模買付ルールとして、大規模買付者は、定められた手続きに従い情報提出等を行うものとし、かつ、

　　情報提出手続き等を経て、当社取締役会が不発動決議を行うまで、大規模買付行為を行わないこととしま

　　す。 

  （ア）大規模買付意向表明書の当社への事前提出 

　　　　大規模買付者は、大規模買付ルールに従って大規模買付行為を行う旨の大規模買付意向表明書（当社

　　　所定の書式）を事前に当社に対して提出していただきます。
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　（イ）大規模買付行為に関する情報の提出

　　　　大規模買付者から大規模買付意向表明書をご提出いただいた場合、当社は当該大規模買付者に対し、

　　　改めてご提出いただく情報の項目を記載した情報リストを10営業日（初日不算入）以内に交付いたしま

　　　す。 

　　大規模買付者は、情報リストに基づき、株主の皆様のご判断及び独立委員会の検討のために必要かつ

　十分な大規模買付行為に関する情報を当社にご提出いただきます。
　

　（ウ）独立委員会による検討開始に係る通知

　　　　当社は、当該大規模買付行為に関する情報の提出が完了したと認められる場合等、独立委員会による

　　　検討を開始するのが適当と合理的に判断される場合には、その旨を大規模買付者に通知し開示するとと

　　　もに、独立委員会による検討の開始を依頼いたします。
　
　（エ）独立委員会による検討及び不発動勧告決議

　　　　独立委員会は、独立委員会検討期間として定められた期間内に、大規模買付行為の内容の検討、当社

　　　取締役会等の提供する代替案の検討等を行います。

　　　　大規模買付者は、独立委員会が検討資料その他の情報提供、協議・交渉等を求めた場合には、速やか

　　　にこれに応じなければならないものとします。独立委員会は、当該大規模買付行為に関する情報の検討

　　　等の結果、全員一致の決議により、当該大規模買付行為が当社企業価値を毀損し会社の利益ひいては株

　　　主共同の利益を害するおそれがないものと認める場合には、当社取締役会に対して、不発動勧告決議を

　　　行うこととします。
　
　（オ）株主総会における株主意思確認

　　　　独立委員会は、独立委員会検討期間内に不発動勧告決議を行うに至らなかった場合には、当該大規模

　　　買付行為に対する対抗措置に係る株主意思確認総会を開催する旨を勧告することとし、かかる勧告を受

　　　けて当社取締役会は、株主意思確認総会の招集を速やかに決定するものとします。

　　　　株主意思確認総会の決議は、出席株主の議決権の過半数によって決するものとします。
　
　（カ）取締役会の不発動決議

　　　　当社取締役会は、独立委員会が当該大規模買付行為について不発動決議を行うべき旨勧告した場合、

　　　取締役としての善管注意義務に明らかに反する特段の事情が存しない限り、不発動決議を速やかに行う

　　　ものとします。

　　　　また、当社取締役会は上記（ⅱ）（オ）に定める株主意思確認総会において対抗措置を発動すべきで

　　　ない旨の株主意思が示された場合、不発動決議を速やかに行うものとします。　
　　
（キ）大規模買付ルールに従わない大規模買付行為に対する対抗措置の発動

　　　当社取締役会が不発動決議を行うまで、大規模買付者は、大規模買付行為を行ってはならないものと

　　します。当社取締役会は、大規模買付ルールに従わない大規模買付行為が行われ対抗措置の発動が相当

　　である場合、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上を目的として、本対応方針に基づく

　　対抗措置を行うものとします。本対応方針の対抗措置としては、新株予約権の無償割当てその他の法令

　　及び当社の定款上許容される手段を想定しております。　
　　

 　　（ⅲ）株主・投資家に与える影響

　　　　　 本対応方針は、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断されるために必要な情報を提供

　　　　 し、さらには、当社株主の皆様が大規模買付行為に係るより良い提案や、当社取締役会等による代替案の提

　　　　 示を受ける機会を保証するための相応の検討時間・交渉力等が確保されることを目的としています。これに

　　　　 より、当社株主の皆様は、十分な情報のもとで、大規模買付行為への応諾その他の選択肢について適切な判

　　　　 断をされることが可能となり、そのことが当社株主全体の利益の保護につながるものと考えます。従いまし

　　　　 て、本対応方針の設定は、当社株主及び投資家の皆様が適切な投資判断をなされる上での前提となるもので

　　　　 あり、当社株主及び投資家の皆様の利益に資するものであると考えております。　
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④取締役会の判断及びその理由

当社の中期経営計画、コーポレート・ガバナンスの強化充実等の各施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を

継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに当社の基本方針に沿うもの

です。

また、本対応方針は上記の基本方針に沿うものであり、またその合理性を高めるため以下のような特段の工夫が

施されておりますので、本対応方針は、当社の企業価値・株主共同の利益を損なうものではなく、また当社役員の地

位の維持を目的とするものでもありません。

　

　　 （ⅰ）本対応方針は、平成23年６月29日開催の第67回定時株主総会においてその基本的内容につき、株主の皆様

　　　　 の事前承認を受けております。当該株主総会の承認は、当該定時株主総会から３年を有効期間とします。当

　　　　 社取締役会は、３年が経過した時点で、改めて本対応方針に関する株主意思の確認を行い、株主の皆様にご

　　　　 判断いただくことを予定しております。当社取締役会は、当該株主総会承認の有効期間中、関連する法制度

　　　 　の動向その他当社を取り巻く様々な状況を勘案して、当該株主総会承認の趣旨の範囲内で、本対応方針の細

　　　　 目その他必要な事項の決定や修正等を行うこととします。
　
　   （ⅱ）本対応方針は、株主意思確認総会において対抗措置を発動すべきでない旨の株主意思が示された場合、当

　　　　 社取締役会は不発動決議を速やかに行うものとしております。また、当社の業務執行を行う経営陣から独立

         している当社社外取締役、当社社外監査役、及び社外有識者のいずれかに該当する者の中から選任される委

         員により構成される独立委員会が、株主意思確認総会の招集に先立つ独立委員会検討期間内において、当該

         大規模買付行為が当社企業価値を毀損し会社の利益ひいては株主共同の利益を害するおそれがないものと認

         め不発動勧告決議を行った場合には、当社取締役会は、取締役としての善管注意義務に明らかに反する特段

         の事情がない限り、速やかに同勧告決議に従い不発動決議を行うこととされています。このように、取締役

         の地位の維持等を目的とした恣意的な発動を防止するための仕組みを本対応方針は確保しております。
　
　 　（ⅲ）当社は、取締役の解任決議要件の普通決議からの加重も行っておりません。本対応方針は、大規模買付者

　       が自己の指名する取締役を当社株主総会の普通決議により選任し、かかる取締役で構成される取締役会によ

         り、廃止させることが可能です。従いまして、本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成

         員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は、期差任

         期制を採用していないため、本対応方針はスローハンド型（取締役会の構成員の交替を一度に行うことがで

         きないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。
　
　   （ⅳ）本対応方針は、経済産業省及び法務省が定めた平成17年５月27日付「企業価値・株主共同の利益の確保又

　　　　 は向上のための買収防衛策に関する指針」が求める適法性の要件（新株予約権等の発行の差止めを受けるこ

         とがないために充たすべき要件）、合理性の要件（株主や投資家など関係者の理解を得るための要件）をす

         べて充たしております。また、経済産業省企業価値研究会の平成20年６月30日付報告書「近時の諸環境の変

　　　　 化を踏まえた買収防衛策の在り方」の提言内容にも合致しております。　
　

⑤その他

本対応方針の詳細につきましては、当社ホームページに掲載の「当社株式に対する大規模買付行為への対応方針

（買収防衛策）の継続について」の本文をご覧ください。
　

 　 （ 参考URL　http：//www.tokyo-airport-bldg.co.jp/company/ir/ ）
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　　(３) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し　

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える航空旅客数は、前年度の東日本大震災の影響による大きな落ち

込みからの反動やＬＣＣの参入等もあり、国内線・国際線ともに対前年同期比増加傾向で推移しております。尖

閣諸島問題の影響等が懸念された第３四半期においても、中国人旅客にその影響がみられたものの、国際線航空

旅客数は前年同期比で増加となっております。

　一方、航空業界は、航空自由化やＬＣＣ参入等による競争の激化、更には空港経営の徹底的な効率化や空港施設

の集客力、収益力の強化等を目指した空港経営改革の推進の動きなど、より一層のコスト競争力強化等の環境の

変化に向けた取組みが求められております。

このような状況の下、当社は、空港法に基づく、羽田空港における国内線旅客ターミナルビルを建設・管理運

営する空港機能施設事業者としての責務を果たすべく、今後とも日本経済や航空業界の動向等を慎重に見極め、

公共性と企業性の調和という基本理念の下、グループ一丸となって旅客ターミナルビルの利便性、快適性及び機

能性の向上を目指し、顧客第一主義と絶対安全の確立とともに効率性の向上に努め、羽田空港のさらなる容量拡

大・国際化と新たな環境変化に着実に対応し、企業価値の向上を図ってまいります。

　

当社グループは、今後とも、航空会社との協力・協調関係を一層強め、航空業界と一体となって首都圏空港の

新たな発展に寄与してまいります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）
普通株式 288,000,000
計 288,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発
行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 84,476,500 84,476,500
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 84,476,500 84,476,500 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）
 平成24年10月１日～
 平成24年12月31日

－ 84,476 － 17,489 － 21,309

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   3,244,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  81,211,700　　　812,117 －

単元未満株式 普通株式　　　20,000 － －

発行済株式総数 84,476,500 － －

総株主の議決権 － 812,117 －

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本空港ビルデング
株式会社

東京都大田区羽田空
港3-3-2
第１旅客ターミナル
ビル

3,244,800 － 3,244,800 3.84

計 － 3,244,800 － 3,244,800 3.84

 

２【役員の状況】

  前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　

　役職の異動

新役名及び職名　 旧役名及び職名 氏名　 異動年月日　

　

常務取締役執行役員　

経営企画本部副本部長(兼)

管理本部副本部長(経理担当)

　

常務取締役執行役員　

経営企画本部副本部長　
越智　久男　　 平成24年10月１日　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 20,886 16,355

売掛金 9,532 8,990

商品及び製品 3,288 4,743

原材料及び貯蔵品 155 193

繰延税金資産 1,283 1,285

その他 1,653 2,071

貸倒引当金 △38 △11

流動資産合計 36,760 33,630

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 262,735 264,132

減価償却累計額及び減損損失累計額 △156,293 △162,962

建物及び構築物（純額） 106,442 101,169

機械装置及び運搬具 10,408 10,235

減価償却累計額及び減損損失累計額 △9,181 △8,121

機械装置及び運搬具（純額） 1,227 2,113

土地 10,476 10,476

リース資産 2,525 2,534

減価償却累計額及び減損損失累計額 △587 △909

リース資産（純額） 1,937 1,625

建設仮勘定 3,107 4,589

その他 23,925 23,996

減価償却累計額及び減損損失累計額 △19,203 △19,792

その他（純額） 4,721 4,203

有形固定資産合計 127,912 124,177

無形固定資産 2,303 1,936

投資その他の資産

投資有価証券 6,954 12,492

長期貸付金 6,315 6,672

繰延税金資産 6,615 6,632

その他 2,322 2,468

貸倒引当金 △18 －

投資その他の資産合計 22,188 28,266

固定資産合計 152,404 154,380

資産合計 189,165 188,010
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 5,203 5,490

短期借入金 9,612 10,252

未払法人税等 422 1,430

賞与引当金 800 414

役員賞与引当金 － 105

資産除去債務 178 58

その他 10,767 10,232

流動負債合計 26,985 27,984

固定負債

長期借入金 50,924 48,474

退職給付引当金 4,863 4,826

リース債務 2,186 1,697

資産除去債務 277 441

その他 4,494 4,253

固定負債合計 62,745 59,693

負債合計 89,731 87,677

純資産の部

株主資本

資本金 17,489 17,489

資本剰余金 21,309 21,309

利益剰余金 63,818 65,174

自己株式 △3,238 △3,239

株主資本合計 99,379 100,734

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,003 956

繰延ヘッジ損益 △2,503 △2,923

為替換算調整勘定 △1 △1

その他の包括利益累計額合計 △1,500 △1,968

少数株主持分 1,555 1,567

純資産合計 99,433 100,333

負債純資産合計 189,165 188,010
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

営業収益

家賃収入 10,679 10,225

施設利用料収入 11,648 11,945

その他の収入 10,455 10,957

商品売上高 54,637 59,940

飲食売上高 9,790 10,693

営業収益合計 97,210 103,762

売上原価

商品売上原価 41,487 44,660

飲食売上原価 6,329 6,644

売上原価合計 47,817 51,304

営業総利益 49,393 52,457

販売費及び一般管理費

従業員給料 6,123 6,292

賞与引当金繰入額 396 398

役員賞与引当金繰入額 － 105

退職給付費用 677 676

賃借料 5,694 6,301

業務委託費 9,778 10,463

減価償却費 10,272 9,580

その他の経費 15,659 14,780

販売費及び一般管理費合計 48,601 48,597

営業利益 791 3,860

営業外収益

受取利息 228 229

受取配当金 76 121

雑収入 780 992

営業外収益合計 1,086 1,343

営業外費用

支払利息 808 756

持分法による投資損失 1,016 633

雑支出 111 115

営業外費用合計 1,935 1,505

経常利益又は経常損失（△） △57 3,698
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 26 －

特別利益合計 26 －

特別損失

投資有価証券評価損 － 35

その他の投資評価損 4 1

貸倒引当金繰入額 18 －

災害による損失 47 －

特別損失合計 70 37

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△101 3,661

法人税等 1,711 1,697

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△1,813 1,963

少数株主利益又は少数株主損失（△） △94 39

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,718 1,924
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△1,813 1,963

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △61 △46

繰延ヘッジ損益 0 －

為替換算調整勘定 △3 △0

持分法適用会社に対する持分相当額 △855 △420

その他の包括利益合計 △919 △466

四半期包括利益 △2,732 1,496

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,637 1,456

少数株主に係る四半期包括利益 △95 40
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益はそれぞれ66百万円増加しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１．保証債務

　次の関係会社について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

日本エアポートデリカ株式会社

（借入債務）

450百万円 日本エアポートデリカ株式会社

（借入債務）

450百万円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれんの償却額は、次のとおり

であります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

減価償却費 10,387百万円 9,646百万円

負ののれんの償却額 143百万円 143百万円

　　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 281 3.5平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金

平成23年11月９日

取締役会　
普通株式 284 3.5平成23年９月30日平成23年12月12日利益剰余金

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 284 3.5平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金

平成24年11月７日

取締役会　
普通株式 284 3.5平成24年９月30日平成24年12月10日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）　　

　

 

報告セグメント　　　
　調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）　

施設管理
運営業　

 物品販売業 　 飲食業 　　 計

売上高       

　外部顧客への売上高 32,02754,77710,40697,210 － 97,210

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高
1,540 401 1,321 3,263 (3,263) －

計 33,56755,17911,727100,474(3,263)97,210

セグメント利益又は損失（△） 1,006 3,514 △642 3,878 (3,086) 791

　（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額には、各報告セグメントに配分していない親会社本社の総務部門等

　　　　　　管理部門に係る費用3,087百万円が含まれております。　

　　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　
　
　　　　　　 該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）　　

　

 

報告セグメント　　　
　調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）　

施設管理
運営業　

 物品販売業 　 飲食業 　　 計

売上高       

　外部顧客への売上高 32,47959,99711,285103,762 － 103,762

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高
1,557 480 1,566 3,604 (3,604) －

計 34,03760,47712,851107,367(3,604)103,762

セグメント利益 2,924 3,787 122 6,834 (2,973)3,860

　（注）１．セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない親会社本社の総務部門等管理部門に係る

            費用2,974百万円が含まれております。　

　　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　
　
　　　　　　 該当事項はありません。
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　         ３．報告セグメントの変更等に関する事項
　

       （減価償却方法の変更）

　　　　　　 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１　　

　　　 日以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。　

　　　 　これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益が、それぞれ施設管理

　　　 運営業で46百万円、物品販売業で17百万円、調整額で2百万円増加しております。

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
△21円27銭 23円69銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円）
△1,718 1,924

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（百万円）
△1,718 1,924

普通株式の期中平均株式数（千株） 80,792 81,231

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。

２【その他】

　平成24年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　　配当金の総額　　　　　　　　　　　　284百万円

　　１株当たりの金額　　　　　　　　　　３円50銭

　　支払請求の効力発生日及び支払開始日　平成24年12月10日

（注）　平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は質権者に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成２５年２月１４日

日本空港ビルデング株式会社

取 締 役 会　御 中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡　　研三　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　真紀江　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本空港ビルデ

ング株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成

２４年１０月１日から平成２４年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２４年４月１日から平成２４

年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結

包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本空港ビルデング株式会社及び連結子会社の平成２４年１２月３１日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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